
新
し
い
資
本
主
義
の

グ
ラ
ン
ド
デ
ザ
イ
ン
及
び
実
行
計
画

2
0
2
3
改
訂
版

基
礎
資
料
集

令
和
５
年
６
月

16
日

ootatd
フリーテキスト
資 料

№　５



13
4 

10
5 

15
1 

10
0 

15
2 

9010
0

11
0

12
0

13
0

14
0

15
0

16
0

1991年
1992年
1993年
1994年
1995年
1996年
1997年
1998年
1999年
2000年
2001年
2002年
2003年
2004年
2005年
2006年
2007年
2008年
2009年
2010年
2011年
2012年
2013年
2014年
2015年
2016年
2017年
2018年
2019年
2020年
2021年

１
人
当
た
り実

質
賃
金
の
伸
び
率
の
低
さ

1

（
注
）

20
21
年
の
米
国
ドル
（
購
買
力
平
価
ベ
ー
ス
）
に
よ
り実

質
化
した
値
。国

民
経
済
計
算
に
お
け
る
「賃
金
・俸
給
」を
雇
用
者
数
で
割
った
上
で
、雇

用
者
の
平
均
週
労
働
時
間

に
対
す
る
フル
タイ
ム
雇
用
者
の
平
均
週
労
働
時
間
の
割
合
を
乗
じて
計
算
され
た
数
値
。

（
出
所
）

O
EC

D
.S

ta
tを
基
に
作
成
。

○
先
進
国
の
１
人
当
た
り実

質
賃
金
の
推
移
を
見
る
と、

19
91
年
か
ら2

02
1年

に
か
け
て
、米

国
は

1.
52
倍
、英

国
は

1.
51
倍
、フ
ラン
ス
とド
イツ
は

1.
34
倍
に
上
昇
して
い
る
の
に
対
して
、日

本
は

1.
05
倍
に
とど
ま
る
。

１
人
当
た
り実

質
賃
金
の
伸
び
率
の
国
際
比
較
（

19
91
年

=
10

0）
１
人
当
た
り

実
質
賃
金

（
19

91
年

=
10

0）

英
国

米
国

フラ
ン
ス

ド
イ
ツ

日
本



職
務
別
の
内
外
賃
金
格
差

職
種
別
の
内
外
賃
金
差

（
注
）

20
23
年
１
月
時
点
の
世
界
の
職
種
別
総
現
金
報
酬
水
準
（
専
門
職
シ
ニ
ア
7−
10
年
目
）
に
つ
い
て
、各

国
の
各
職
種
平
均
の
現
地
通
貨
の
賃
金
を

20
21
年
の
購
買
力
平
価
ドル
（

O
EC

D
）
を

用
い
て
実
質
化
し、
日
本
企
業
の
各
職
種
の
賃
金
を

10
0と
し、
各
国
の
各
職
種
の
賃
金
を
日
本
の
数
値
との
比
率
で
示
した
も
の
。

（
出
所
）
マ
ー
サ
ー
社
資
料
を
基
に
作
成
。

○
我
が
国
と他

の
先
進
国
等
で
は
、同

じ職
務
で
あ
る
に
も
か
か
わ
らず
、著

しい
賃
金
差
が
存
在
し、
特
に
高
い
ス
キ
ル

が
要
求
され
る
分
野
（

IT
、デ
ー
タア
ナ
リテ
ィク
ス
、プ
ロジ
ェク
トマ
ネ
ジ
メン
ト、
営
業

/マ
ー
ケ
テ
ィン
グ
、技

術
研
究
、

経
営
・企
画
等
）
で
は
、そ
の
差
が
著
しい
。

○
日
本
企
業
と海

外
企
業
との
賃
金
格
差
が
大
き
い
た
め
、職

務
毎
の
賃
金
格
差
解
消
が
不
可
避
。ポ
ス
トコ
ロナ
の

人
材
不
足
の
中
で
、日

本
企
業
か
ら人

材
が
奪
わ
れ
つ
つ
あ
る
危
機
的
状
況
。

○
年
功
賃
金
で
の
対
応
は
難
しく
、こ
の
賃
金
格
差
を
無
くす
た
め
、雇

用
制
度
の
見
直
しが
求
め
られ
て
い
る
。

全
職
種
合
計

経
営

/ 
企
画

総
務

財
務
経
理

人
事

IT
クリ
エ
イテ
ィブ

デ
ザ
イン

デ
ー
タ

ア
ナ
リテ
ィク
ス
技
術
研
究

プ
ロジ
ェク
ト

マ
ネ
ジ
メン
ト
営
業

/ 
マ
ー

ケ
テ
ィン
グ

生
産

日
本
企
業

10
0 

10
0

10
0 

10
0

10
0 

10
0

10
0 

10
0

10
0

10
0 

10
0 

10
0 

外
資
系
企
業

（
日
本
）

11
4 

12
2 

10
7 

11
8 

11
6 

11
9 

11
0 

12
7 

11
2 

12
9 

12
1 

10
0 

シ
ン
ガ
ポ
ー
ル

16
5 

17
4 

16
5 

17
0 

16
3 

17
2 

16
3 

17
8 

16
7 

18
0 

17
3 

17
1 

ドイ
ツ

15
7

15
6

14
8 

15
7 

15
1 

15
5 

13
3 

15
0 

15
6 

16
3 

16
6 

15
4 

米
国

15
2 

15
6

13
4 

14
1 

14
2 

16
3

14
0 

16
4 

15
6 

17
1 

15
4

13
3 

韓
国

12
8 

13
3 

13
0 

13
0 

12
9 

12
9 

12
9 

15
0 

12
6 

13
6 

13
2 

12
1 

フラ
ン
ス

12
1 

13
6 

11
5 

12
2 

12
0 

12
4 

11
9 

12
0 

11
4 

13
1 

12
5 

10
7 

カナ
ダ

12
0 

12
0 

10
5 

11
6 

11
4 

12
2 

11
1 

11
8 

12
7 

12
8 

12
1 

10
9 

イタ
リア

11
6 

11
0 

11
2 

11
6 

11
3 

11
3 

11
2 

10
5 

10
7 

12
1 

12
3 

10
3 

英
国

11
2 

12
0 

10
6 

11
4 

10
8 

11
4 

10
3 

11
6 

10
8 

11
1 

11
8 

95
 

中
国

(北
京

)
10

8 
12

5 
96

 
10

3 
10

7 
11

5 
11

9 
13

3 
10

2 
13

6 
11

3 
79
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3

在
職
者
の
学
び
直
し
に
対
す
る
支
援
策
の
現
状

（
注
）
右
図
に
つ
い
て
、「
企
業
経
由
」は
、人

材
開
発
支
援
助
成
金
、公

共
職
業
訓
練
（
在
職
者
訓
練
）
及
び
生
産
性
向
上
人
材
育
成
支
援
セ
ン
ター
に
用
い
る
運
営
費
交
付
金
と、
都
道
府
県
の
行
う職

業
訓
練
へ
の
交
付
金
（
運

営
費
交
付
金
及
び
都
道
府
県
向
け
の
交
付
金
に
つ
い
て
は
、当

該
年
度
決
算
に
お
け
る
実
績
に
基
づ
き
、予

算
額
を
試
算
した
も
の
）
。「
個
人
経
由
」と
して
、教

育
訓
練
給
付
制
度
を
加
え
、在

職
者
支
援
向
け
の
学
び
直
し支

援
策

の
全
体
額
とし
た
上
で
、そ
れ
に
対
す
る
、そ
れ
ぞ
れ
の
割
合
とし
て
算
出
。

（
出
所
）
厚
生
労
働
省
資
料
を
基
に
作
成
。

○
日
本
の
在
職
者
向
け
の
学
び
直
し支

援
策
は
、資

金
の
提
供
ル
ー
トと
して
２
種
類
が
存
在
。企

業
を
通
じた
支
援

と、
個
人
へ
の
支
援
。

○
日
本
の
在
職
者
向
け
の
学
び
直
し支

援
策
は
、企

業
を
通
じた
支
援
が
年
間

77
1億

円
で
全
体
の

75
％
を
占
め
、

個
人
へ
の
直
接
支
援
は
年
間

23
7億

円
で
全
体
の

25
％
を
占
め
る
。

○
ま
た
、個

人
へ
の
直
接
支
援
は
、過

去
5年

間
で
の
伸
び
も
限
定
的
。労

働
移
動
の
円
滑
化
の
た
め
に
は
、企

業
経

由
が
中
心
とな
って
い
る
在
職
者
支
援
を
、個

人
経
由
中
心
に
見
直
す
必
要
が
あ
る
の
で
は
な
い
か
。

○
この
際
、拡

大
す
る
個
人
経
由
の
支
援
に
当
た
って
は
、キ
ャリ
ア
コン
サ
ル
テ
ィン
グ
等
を
受
け
て
い
た
だ
く必
要
が
あ
る

の
で
は
な
い
か
。

予
算
額
の
推
移

企
業
を
通
じ
た
支
援

個
人
（
在
職
者
）
へ
の

直
接
支
援

人
材
開
発
支
援

助
成
金

公
共
職
業
訓
練
（
在
職
者
訓
練
）

生
産
性
向
上
人
材
育
成
支
援
セ
ン
ター

教
育
訓
練
給
付
制
度

(専
門
実
践
教
育
訓
練
、特

定
一
般
教
育
訓

練
、一

般
教
育
訓
練
）

支
援

内
容

•
企
業
自
身
あ
る
い
は
企

業
が
民
間
教
育
訓
練

機
関
等
に
委
託
して
、

労
働
者
の
現
在
の
職

務
に
関
連
す
る
訓
練
を

行
う場

合
、訓

練
内
容

に
応
じ、
経
費
の

30
％

～
75
％
を
、企

業
に

助
成
。

•
厚
生
労
働
省
の
設
置
した
ポ
リテ
クセ

ン
ター
・ポ
リテ
クカ
レ
ッジ
（
全
国

86
か
所
）
、及

び
都
道
府
県
が
設
置
し

た
職
業
能
力
開
発
校
等
に
お
い
て
、

在
職
者
向
け
の
職
業
訓
練
を
実
施
。

•
職
業
訓
練
の
受
講
費
用
は
企
業
が

負
担
。

•
労
働
者
の
キ
ャリ
ア
形
成
等
に
資
す

る
と認

定
され
た
講
座
を
受
講
す
る

場
合
、そ
の
受
講
費
用
の

20
％
～

50
％
を
個
人
に
給
付
。

•
さら
に
、労

働
者
の
中
長
期
的
キ
ャ

リア
形
成
を
ター
ゲ
ット
とす
る
専
門

実
践
教
育
訓
練
の
場
合
、訓

練
終
了
後
１
年
以
内
に
資
格
取
得
・

再
就
職
す
れ
ば

20
％
を
個
人
に
追

加
支
給
す
る
。

予
算
額

68
1億

円
90
億
円

23
7億

円

（
億
円
）

在
職
者
向
け
の
学
び
直
し
支
援
策

49
2

81
.4

%

62
2

76
.3

%

96
9

73
.8

%

61
5

76
.2

%

77
1

76
.5
％

11
3

18
.6
％

19
4

23
.7

%

34
4

26
.2

%
19

2
23

.8
%

23
7

23
.5

%

0

20
0

40
0

60
0

80
0

10
00

20
18

20
19

20
20

20
21

20
22個
人
経
由

企
業
経
由



リ・
ス
キ
リン
グ
と職

種
間
の
移
動

4

（
注
）

20
12
年
か
ら2

01
8年

ま
で
に
デ
ン
マ
ー
クで
失
業
保
険
を
受
給
した
失
業
者
の
うち

19
6,

32
2サ
ン
プ
ル
を
用
い
た
も
の
。3
桁
の

IS
CO

08
職
業
コー
ドを
用
い
て
、元

の
職
種
、異

な
る
職
種
、不

明
の

３
つ
に
分
類
。

（
出
所
）

An
de

rs
 H

um
lu

m
, J

ak
ob

 R
. M

un
ch

 a
nd

 M
et

te
 R

as
m

us
se

n 
”W

ha
t W

or
ks

 fo
r 

th
e 

Un
em

pl
oy

ed
? 

Ev
id

en
ce

 fr
om

 Q
ua

si
-R

an
do

m
 C

as
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As
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m
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m
im

eo

雇
用
の
増
加
率

○
デ
ン
マ
ー
クで
は
、適

用
可
能
性
が
高
い
ス
キ
ル
に
つ
い
て
リ・
ス
キ
リン
グ
を
行
った
場
合
（
一
般
的
な
資
格
、ク
ラス

ル
ー
ム
で
の
教
育
な
ど）

、求
職
者
の
新
た
な
雇
用
は
、元

の
職
種
以
外
の
職
種
で
の
雇
用
増
加
が
多
く、
成
長
分

野
へ
の
円
滑
な
移
動
が
行
い
や
す
い
。

元
の
職
種
以
外
の
職
種

元
の
職
種

不
明 失
業
給
付
開
始
か
ら

の
経
過
４
半
期

適
用
可
能
性
が
高
い
リ・
ス
キ
リン
グ
を
行
っ

た
失
業
者
の
失
業
給
付
後
の
職
の
取
得

-0
.10

0.
1

0.
2

0.
3

0
1

2
3

4
5

6
7



ス
キ
ル
差
と対

比
し
た
賃
金
差

（
注
）

20
23
年
１
月
時
点
の
世
界
の
職
種
別
総
現
金
報
酬
水
準
（
専
門
職
シ
ニ
ア
7−
10
年
目
）
に
つ
い
て
、そ
れ
ぞ
れ
の
国
に
お
い
て
、全

職
種
合
計
を

10
0と
し、
各
国
ご
とに
全
職
種
合
計
と各

職
種
の
賃

金
の
比
率
を
示
した
も
の
。

（
出
所
）
マ
ー
サ
ー
社
資
料
を
基
に
作
成
。

○
同
じ
国
の
中
で
も
、他

の
先
進
国
に
お
い
て
は
職
務
に
求
め
られ

る
ス
キ
ル
に
応
じ
た
賃
金
差
が
あ
る
。例

え
ば
、I

T、
デ
ー
タア
ナ
リテ
ィク
ス
、プ
ロジ
ェク
トマ
ネ
ジ
メン
ト、
技
術
研
究
とい
った
高
い
ス
キ
ル
が
要
求
され

る
職
種
は
高
い
賃

金
を
獲
得
で
き
て
い
る
。

○
これ
に
対
し、
日
本
企
業
は
、獲

得
した
ス
キ
ル
に
応
じた
賃
金
差
が
小
さく
、ス
キ
ル
の
高
い
人
材
が
報
わ
れ
に
くい
制

度
とな
って
い
る
。

全
職
種
合
計

経
営

/
企
画

総
務

財
務
経
理

人
事

IT
クリ
エ
イテ
ィブ

デ
ザ
イン

デ
ー
タア
ナ
リ

テ
ィク
ス

技
術
研
究

プ
ロジ
ェク
ト

マ
ネ
ジ
メン
ト
営
業

/ 
マ
ー

ケ
テ
ィン
グ

生
産

日
本
企
業

10
0

10
0

98
96

99
10

1
96

10
1

10
2

99
10

0
10

0
外
資
系
企
業

（
日
本
）

10
0

10
7

92
10

0
10

0
10

5
93

11
2

10
1

11
3

10
6

88

シ
ン
ガ
ポ
ー
ル

10
0

10
6

98
99

97
10

4
95

10
8

10
3

10
8

10
5

10
3

ドイ
ツ

10
0

10
0

93
97

95
99

81
96

10
2

10
3

10
6

98
米
国

10
0

10
3

87
90

93
10

8
88

10
9

10
5

11
1

10
1

88
韓
国

10
0

10
4

99
98

99
10

1
97

11
7

10
0

10
5

10
3

95
フラ
ン
ス

10
0

11
3

94
97

98
10

3
94

10
0

96
10

7
10

3
88

カナ
ダ

10
0

10
0

86
94

94
10

2
89

10
0

10
8

10
6

10
1

91
イタ
リア

10
0

95
95

96
96

98
93

91
95

10
4

10
6

89
英
国

10
0

10
7

93
99

96
10

3
88

10
5

99
98

10
5

85
中
国

(北
京

)
10

0
11

5
87

91
98

10
7

10
6

12
3

96
12

4
10

4
73

全
職
種
合
計
を

10
0と
し
た
場
合
の
職
種
別
の
賃
金
差

5



0

20
00

40
00

60
00

80
00

リ・
ス
キ
リン
グ
に
つ
い
て
の
賃
金
助
成
の
効
果

6

リ・
ス
キ
リン
グ
コー
ス
の
参
加
者
数
（
デ
ン
マ
ー
ク
）

○
デ
ン
マ
ー
クに
お
い
て
は
、リ
・ス
キ
リン
グ
を
企
業
が
行
わ
せ
た
場
合
、企

業
に
対
す
る
賃
金
補
助
を
行
うこ
とに
な
って
い

る
。

○
この
賃
金
補
助
は
、企

業
が
リ・
ス
キ
リン
グ
を
従
業
員
に
行
わ
せ
る
強
い
イン
セ
ン
テ
ィブ
とな
って
い
る
。

○
実
際
の
とこ
ろ
、訓

練
コー
ス
の
参
加
者
数
（
食
品
衛
生
検
定
、仕

事
と教

育
の
た
め
の
自
己
啓
発
等
）
の
推
移
を

見
る
と、
政
府
が

20
11
年
２
月
に
この
賃
金
補
助
を

20
％
削
減
した
とこ
ろ
、参

加
者
数
が
激
減
した
。

○
す
な
わ
ち
、賃

金
助
成
は
、リ
・ス
キ
リン
グ
の
受
講
者
数
と強

い
相
関
が
あ
る
こと
が
分
か
って
い
る
。我

が
国
の
場
合
、

雇
用
調
整
助
成
金
の
給
付
要
件
に
必
ず
リ・
ス
キ
リン
グ
を
行
うこ
とが
要
件
とな
って
い
る
わ
け
で
は
な
い
。

20
09
年

1月
20

10
年

1月
20

11
年

2月
20

13
年

1月
20

15
年

1月

（
出
所
）
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 R
. M

un
ch

 a
nd

 M
et

te
 R

as
m

us
se

n.
 2

01
9.

 ”
Gl

ob
al

iz
at

io
n,

 F
le

xi
cu

rit
y 

an
d 

Ad
ul

t V
oc

at
io

na
l T

ra
in

in
g 

in
 D

en
m

ar
k”

In
 M

ak
in

g 
Gl

ob
al

iz
at

io
n 

M
or

e 
In

cl
us

iv
e

(W
TO

)

改
革
の

公
表

改
革
の

実
施



7

従
来
の
日
本
の
メ
ン
バ
ー
シ
ップ
型
雇
用
とジ
ョブ
型
人
事
（
職
務
給
）
の
違
い

（
出
所
）
マ
ー
サ
ー
社
資
料
も
参
考
に
して
作
成
。メ
ン
バ
ー
シ
ップ
型
雇
用

ジ
ョブ
型
人
事
（
職
務
給
）

基
本
的
な

考
え
方


人
の
出
入
りは
原
則
無
い


結
果
の
公
平
性


会
社
と従

業
員
の
関
係
：
保
護
者
と被

保
護
者


人
の
出
入
りが
あ
る
（
内
部
労
働
市
場
と外

部
労
働
市
場
が
シ
ー
ム
レ

ス
に
接
続
）


機
会
の
公
平
性


会
社
と従

業
員
の
関
係
：
パ
ー
トナ
ー
の
関
係

人
事
制
度


等
級
：
職
能


報
酬
：
年
功
、内

部
貢
献


人
事
権
：
昇
給
賞
与
は
中
央
管
理


等
級
：
役
割

×
職
種


報
酬
：
職
務
別
市
場
価
値


人
事
権
：
昇
給
賞
与
は
各
部
門

人
事

マ
ネ
ジ
メン
ト


採
用
：
新
卒
一
括
中
心


異
動
：
会
社
主
導


採
用
：
職
務
別
採
用
中
心


異
動
：
社
内
公
募
（
ポ
ス
テ
ィン
グ
制
度
）
の
機
会

人
事
運
営


要
員
計
画
：
既
存

-定
年
＋
新
卒


ジ
ョブ
定
義
：
必
要
な
し


要
員
計
画
：
ビジ
ネ
ス
ベ
ー
ス


ジ
ョブ
定
義
：
必
要

キ
ャリ
ア
形
成


キ
ャリ
ア
形
成
は
会
社
主
導

•与
え
られ
た
仕
事
を
頑
張
る
。

•キ
ャリ
ア
は
分
か
らな
い
が
、雇

用
は
保
障

•将
来
に
向
け
た
リス
キ
ル
・ス
キ
ル
ア
ップ
が
生
き
る
か
どう
か
は
、人

事
異
動
次
第


キ
ャリ
ア
形
成
は
、個

人
の
意
思
尊
重

•希
望
す
る
キ
ャリ
ア
実
現
を
目
的
に
、実

績
を
上
げ
る

•社
内
公
募
・転
職
を
活
用
し、
従
業
員
が
望
む
キ
ャリ
ア
を
選
択

•自
らリ
ス
キ
ル
・ス
キ
ル
ア
ップ
す
る
強
い
動
機

特
徴


自
律
的
に
キ
ャリ
ア
形
成
が
構
造
的
に
発
生
しに
くい


自
律
的
な
キ
ャリ
ア
形
成
が
構
造
的
に
促
され
や
す
い

○
従
来
の
我
が
国
の
メン
バ
ー
シ
ップ
型
の
雇
用
制
度
に
お
い
て
は
、採

用
は
新
卒
一
括
採
用
中
心
、異

動
は
従
業
員

の
意
向
で
は
な
く会
社
主
導
。企

業
か
ら与

え
られ
た
仕
事
を
頑
張
る
の
が
従
業
員
で
あ
り、
将
来
に
向
け
た
リ・
ス
キ
リ

ン
グ
が
活
き
る
か
どう
か
は
人
事
異
動
次
第
。構

造
的
な
賃
上
げ
の
基
礎
とな
る
従
業
員
の
意
思
に
よ
る
自
律
的
な

キ
ャリ
ア
形
成
が
行
わ
れ
に
くい
シ
ス
テ
ム
。

○
個
々
の
職
務
に
応
じて
必
要
とな
る
ス
キ
ル
を
設
定
し、
ス
キ
ル
ギ
ャッ
プ
の
克
服
に
向
け
て
、従

業
員
が
上
司
と相

談
を
しつ
つ
、自

ら職
務
や
リ・
ス
キ
リン
グ
の
内
容
を
選
択
して
い
く制
度
に
移
行
す
る
必
要
。



生
成

A
Iの
使
用
に
よ
る
生
産
性
の
向
上

8

タ
ス
ク
の
作
業
時
間
の
長
さ

（
注
）
大
卒
の
経
験
豊
富
な
専
門
家

44
4名

を
オ
ン
ライ
ン
で
募
集
し、
２
つ
の
記
述
の
タス
クを
課
す
も
の
。対

象
とし
た
職
業
は
、マ
ー
ケ
ター
、助

成
金
の
ライ
ター
、コ
ン
サ
ル
タン
ト、
デ
ー
タア
ナ
リス
ト、

人
事
担
当
者
、管

理
職
。タ
ス
クは
、プ
レ
ス
リリ
ー
ス
、短

い
レ
ポ
ー
ト、
分
析
計
画
、電

子
メー
ル
の
作
成
な
ど、
これ
らの
職
業
で
実
際
に
行
わ
れ
る
タス
クに
似
せ
て
設
計
され
た

20
分
か
ら3

0分
の
課

題
で
構
成
。評

価
は
、同

じ職
種
の
経
験
豊
富
な
専
門
家
３
人
が
行
う。
無
作
為
に
選
ば
れ
た
半
数
の
参
加
者
に
は
、1
つ
目
の
タス
クと

2つ
目
の
タス
クの
間
に
生
成

AI
（

Ch
at

GP
T）

に
登
録
す

る
よ
う指

示
し、
使
用
可
能
とす
る
。残

りの
50

%
に
は
、生

成
AI
で
は
な
く、
１
つ
目
の
タス
クと
２
つ
目
の
タス
クの
間
に
文
書
作
成
ツ
ー
ル
で
あ
る

O
ve

rle
af
の
使
用
を
指
示
す
る
。

（
出
所
）
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○
レ
ポ
ー
トや
電
子
メー
ル
な
どの
タス
クに
つ
い
て
、M

IT
の
研
究
者
に
よ
る
実
験
に
よ
る
と、
生
成

AI
を
用
い
た
場
合
を

生
成

AI
を
用
い
な
い
場
合
と比

較
す
る
と、
①
作
業
時
間
が
大
幅
に
短
縮
され
、②

タス
クの
質
も
向
上
した
。

第
１
タス
ク

第
２
タス
ク

第
１
タス
ク

第
２
タス
ク

タスクの作業時間
（自己申告）

成績

タ
ス
ク
の
質

第
２
タス
クで
生
成

AI
の
使
用
あ
り

第
２
タス
クで
生
成

AI
の
使
用
な
し

（
分
）

第
２
タス
クで
生
成

AI
の
使
用
あ
り

第
２
タス
クで
生
成

AI
の
使
用
な
し



生
成

A
Iの
使
用
に
よ
る
人
に
よ
る
差
の
縮
小

9

タ
ス
ク
の
質
の
変
化

○
同
じ
くM

IT
研
究
者
の
実
験
に
よ
る
と、
タス
クの
質
も
所
要
時
間
も
生
成

AI
を
使
用
す
る
と改

善
す
る
だ
け
で
な
く、

人
に
よ
る
差
が
小
さく
な
り、
均
質
とな
る
こと
が
見
て
取
れ
る
。

第
１
タス
クの
成
績
（
生
成

AI
を
使
用
せ
ず
）

第２タスクの成績

タ
ス
ク
の
所
要
時
間

第２タスクの所要時間

（
注
）
大
卒
の
経
験
豊
富
な
専
門
家

44
4名

を
オ
ン
ライ
ン
で
募
集
し、
２
つ
の
記
述
の
タス
クを
課
す
も
の
。対

象
とし
た
職
業
は
、マ
ー
ケ
ター
、助

成
金
の
ライ
ター
、コ
ン
サ
ル
タン
ト、
デ
ー
タア
ナ
リス
ト、

人
事
担
当
者
、管

理
職
。タ
ス
クは
、プ
レ
ス
リリ
ー
ス
、短

い
レ
ポ
ー
ト、
分
析
計
画
、電

子
メー
ル
の
作
成
な
ど、
これ
らの
職
業
で
実
際
に
行
わ
れ
る
タス
クに
似
せ
て
設
計
され
た

20
分
か
ら3

0分
の
課

題
で
構
成
。評

価
は
、同

じ職
種
の
経
験
豊
富
な
専
門
家
３
人
が
行
う。
無
作
為
に
選
ば
れ
た
半
数
の
参
加
者
に
は
、1
つ
目
の
タス
クと

2つ
目
の
タス
クの
間
に
生
成

AI
 （

Ch
at

GP
T）

に
登
録
す

る
よ
う指

示
し、
使
用
可
能
とす
る
。残

りの
半
数
に
は
、生

成
AI
で
は
な
く、
１
つ
目
の
タス
クと
２
つ
目
の
タス
クの
間
に
文
書
作
成
ツー
ル
で
あ
る

O
ve

rle
af
の
使
用
を
指
示
す
る
。

（
出
所
）

Sh
ak

ke
d

N
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第
２
タス
クで
生
成

AI
の
使
用
な
し

第
２
タス
クで
生
成

AI
の
使
用
あ
り

第
２
タス
クで
生
成

AI
の
使
用
な
し

第
２
タス
クで
生
成

AI
の
使
用
あ
り

第
２
タス
クで
生
成

AI
の
使
用
な
し

第
２
タス
クで
生
成

AI
の
使
用
あ
り

第
１
タス
クの
成
績
（
生
成

AI
を
使
用
せ
ず
）

（
分
）



生
成

A
Iの
使
用
に
よ
る
仕
事
に
か
け
ら
れ
る
ウ
エ
イ
ト
の
変
化

1
0

各
プ
ロ
セ
ス
に
か
け
た
時
間
の
割
合

○
生
成

AI
の
使
用
に
よ
り人

間
が
仕
事
に
費
や
す
時
間
の
ウ
エ
イト
が
大
き
く変
化
す
る
。

○
生
成

AI
を
使
用
し
な
い
場
合
は
、
ブ
レ
イ
ン
ス
ト
ー
ミン
グ
（

br
ai

ns
to

rm
in

g）
に

25
％
、
下
書
き
に

50
％

（
ro

ug
h

dr
af

tin
g）

、編
集
（

ed
iti

ng
）
に

25
％
の
時
間
を
費
や
す
。生

成
AI
を
使
用
す
る
と、
ブ
レ
イ
ン
ス

トー
ミン
グ
や
下
書
き
に
か
け
る
時
間
が
大
幅
に
減
少
し、
仕
上
げ
の
編
集
に
か
け
る
時
間
に
多
くの
時
間
を
割
け
る
よ
う

に
な
って
い
る
。

ブ
レ
イン

ス
トー
ミン
グ

（
br

ai
ns

to
rm

in
g）

プロセスの所要時間割合
生
成

AI
の
使
用
な
し

生
成

AI
の
使
用
あ
り

下
書
き

（
ro

ug
h

dr
af

tin
g）

編
集

（
ed

iti
ng
）

（
注
）
大
卒
の
経
験
豊
富
な
専
門
家

44
4名

を
オ
ン
ライ
ン
で
募
集
し、
２
つ
の
記
述
の
タス
クを
課
す
も
の
。対

象
とし
た
職
業
は
、マ
ー
ケ
ター
、助

成
金
の
ライ
ター
、コ
ン
サ
ル
タン
ト、
デ
ー
タア
ナ
リス
ト、

人
事
担
当
者
、管

理
職
。タ
ス
クは
、プ
レ
ス
リリ
ー
ス
、短

い
レ
ポ
ー
ト、
分
析
計
画
、電

子
メー
ル
の
作
成
な
ど、
これ
らの
職
業
で
実
際
に
行
わ
れ
る
タス
クに
似
せ
て
設
計
され
た

20
分
か
ら3

0分
の
課

題
で
構
成
。無

作
為
に
選
ば
れ
た
半
数
の
参
加
者
に
は
、1
つ
目
の
タス
クと

2つ
目
の
タス
クの
間
に
生
成

AI
（

Ch
at

GP
T）

に
登
録
す
る
よ
う指

示
し、
使
用
可
能
とす
る
。残

りの
半
数
に
は
、生

成
AI
で
は
な
く、
１
つ
目
の
タス
クと
２
つ
目
の
タス
クの
間
に
文
書
作
成
ツ
ー
ル
で
あ
る

O
ve

rle
af
の
使
用
を
指
示
す
る
。

（
出
所
）

Sh
ak

ke
d

N
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開
業
率
の
推
移
の
比
較

○
日
本
の
開
業
率
は
米
国
や
欧
州
主
要
国
と比

べ
、低

い
水
準
で
推
移
し、

20
21
年
で

4.
4％

。「
ス
ター
トア
ップ
育

成
5か
年
計
画
」の
着
実
な
実
行
が
不
可
欠
。 開
業
率
の
推
移

（
出
所
）
日
本
：
厚
生
労
働
省
「雇
用
保
険
事
業
年
報
」、
米
国
：

Un
ite

d 
St

at
es

 C
en

su
s 

Bu
re

au
「T

he
 B

us
in

es
s 

D
yn

am
ic

s 
St

at
is

tic
s」
、英

国
：
英
国
国
家
統
計
局

「B
us

in
es

s 
de

m
og

ra
ph

y」
、ド
イツ
・フ
ラン
ス
：

eu
ro

st
at
を
基
に
作
成
。

開
業
率

1
1

フラ
ン
ス

日
本

5.
6%

5.
6%

4.
4%

4.
2%

5.
1%

4.
4%

10
.2

%

9.
7%

9.
2%

9.
4%

9.
3%

14
.4

%

12
.5

%
12

.3
%

12
.6

%
11

.5
%

12
.4

%

6.
7%

6.
8%

8.
0%

9.
1%

7.
2%

9.
8%

10
.0

%
10

.9
%

12
.1

%
11

.3
%

0%2%4%6%8%10
%

12
%

14
%

16
%

20
16
年

20
17
年

20
18
年

20
19
年

20
20
年

20
21
年

米
国英
国

ド
イ
ツ

（
注
）
開
業
率
に
つ
い
て
は
、そ
の
年
の
全
企
業
の
数
に
対
す
る
、そ
の
年
に
新
た
に
開
業
した
企
業
の
割
合
。



廃
業
率
の
推
移
の
比
較

○
日
本
の
廃
業
率
も
、米

国
や
欧
州
主
要
国
と比

べ
、低

い
水
準
で
推
移
し、

20
21
年
で

3.
1％

。

廃
業
率
の
推
移

（
出
所
）
日
本
：
厚
生
労
働
省
「雇
用
保
険
事
業
年
報
」、
米
国
：

Un
ite

d 
St

at
es

 C
en

su
s 

Bu
re

au
「T

he
 B

us
in

es
s 

D
yn

am
ic

s 
St

at
is

tic
s」
、英

国
：
英
国
国
家
統
計
局

「B
us

in
es

s 
de

m
og

ra
ph

y」
、ド
イツ
・フ
ラン
ス
：

eu
ro

st
at
を
基
に
作
成
。

廃
業
率

1
2

3.
5%

3.
5%

3.
5%

3.
4%

3.
3%

3.
1%

8.
3%

9.
0%

8.
8%

8.
5%

9.
4%

9.
7%

11
.7

%

10
.4

%

10
.5

%
10

.3
%

11
.1

%

7.
9%

7.
8%

8.
7%

11
.7

%

9.
5%

4.
7%

4.
9%

4.
7%

4.
6%

3.
9%

0%2%4%6%8%10
%

12
%

14
%

20
16
年

20
17
年

20
18
年

20
19
年

20
20
年

20
21
年

英
国

米
国

ド
イ
ツ

フラ
ン
ス

日
本

（
注
）
廃
業
率
に
つ
い
て
は
、そ
の
年
の
全
企
業
の
数
に
対
す
る
、そ
の
年
に
新
た
に
廃
業
した
企
業
の
割
合
。



（
注
）
世
界

50
か
国
の

18
歳
か
ら6

4歳
ま
で
を
対
象
とし
て
行
った
調
査
で
、「
あ
な
た
の
国
の
多
くの
人
た
ち
は
、新

しい
ビジ
ネ
ス
を
始
め
る
こと
が
望
ま
しい
職
業
の
選
択
で
あ
る
と考

え
て
い
る
」

とい
う質

問
に
「は
い
」と
回
答
した
割
合
。

（
出
所
）

Gl
ob

al
 E

nt
re

pr
en

eu
rs

hi
p 

M
on

ito
r「

Ad
ul

t P
op

ul
at

io
n 

Su
rv

ey
」を
基
に
作
成
。

起
業
を
望
ま
し
い
職
業
選
択
と考

え
る
人
の
割
合

○
起
業
を
望
ま
しい
職
業
選
択
と考

え
る
人
の
割
合
は
、中

国
で
は

79
％
、米

国
で
は

68
％
で
あ
る
の
に
対
し、
日
本

は
25
％
。先

進
国
・主
要
国
の
中
で
最
も
低
い
水
準
に
あ
る
。

起
業
を
望
ま
し
い
職
業
選
択
と考

え
る
人
の
割
合
（

20
19
年
）

回
答
割
合

1
3

79
.3

%

67
.9

%

56
.4

%
53

.6
%

24
.6

%

0%10
%

20
%

30
%

40
%

50
%

60
%

70
%

80
%

90
%

中
国

米
国

英
国

ド
イ
ツ

日
本



ス
ト
ック
オ
プ
シ
ョン
の
普
及
状
況

1
4

日
本
で

IP
O
し
た
ス
タ
ー
ト
ア
ップ
の
うち
、

ス
ト
ック
オ
プ
シ
ョン
を
活
用
し
た
企
業
の
割
合

（
20

21
年
）

（
注
）
右
図
の
米
国
は

20
19
年
ま
で
の
デ
ー
タ。
資
金
調
達
後
の
企
業
価
値
（

1,
00

0万
ドル
未
満
～

10
億
ドル
以
上
）
ご
とに
分
か
れ
て
い
た
値
を
単
純
平
均
して
算
出
した
値
。

（
出
所
）
左
図
は

IN
IT

IA
L「

Ja
pa

n 
St

ar
tu

p 
Fi

na
nc

e 
20

21
」、
右
図
は

Pi
tc

hb
oo

k、
nv

ca
「V

en
tu

re
 M

on
ito

r」
(2

02
0)
、プ
ル
ー
タス
コン
サ
ル
テ
ィン
グ
資
料
を
基
に
作
成
。

○
日
本
で

IP
O
した
ス
ター
トア
ップ
の

97
％
が
ス
トッ
クオ
プ
シ
ョン
を
活
用
。

○
他
方
、ス
ター
トア
ップ
側
か
ら見

た
場
合
、法

制
面
の
課
題
や
、税

制
適
格
ス
トッ
クオ
プ
シ
ョン
の
要
件
が
限
定
的
過

ぎ
る
とい
った
課
題
が
指
摘
され
て
い
る
。

○
発
行
株
式
全
体
に
占
め
る
ス
トッ
クオ
プ
シ
ョン
の
割
合
は
、日

本
で
は

10
％
に
留
ま
る
が
、米

国
で
は

15
％
～

17
％

とな
って
お
り、
活
用
を
拡
大
す
る
余
地
が
あ
る
。

ス
タ
ー
ト
ア
ップ
に
お
け
る

発
行
株
式
全
体
に
占
め
る

ス
ト
ック
オ
プ
シ
ョン
の
割
合
の
日
米
間
比
較

9.
6

9.
1

9
7.

4
7.

8
9

9.
7

15
.3

 
16

.0
 

16
.3

 
16

.2
 

17
.2

 

681012141618

20
15
年

20
16
年

20
17
年

20
18
年

20
19
年

20
20
年

20
21
年

米
国

日
本

（
％
）

ス
ト
ック
オ
プ
シ
ョン
を

活
用
し
た

97
%

活
用
し
て
い
な
い

3%



ス
ト
ック
オ
プ
シ
ョン
に
関
す
る
法
制
度

○
ス
トッ
クオ
プ
シ
ョン
の
発
行
に
際
し、
日
本
と米

国
で
は
、取

締
役
会
で
決
定
で
き
る
事
項
・決
定
を
許
され
る
期
間
に

違
い
が
あ
る
。

○
日
本
で
は
、株

主
総
会
で
決
定
され
た
範
囲
内
で
、ス
トッ
クオ
プ
シ
ョン
の
発
行
数
を
決
定
で
き
る
が
、株

主
総
会
か

ら１
年
以
内
に
限
定
され
る
。ま
た
、ス
トッ
クオ
プ
シ
ョン
の
権
利
を
行
使
し、
株
式
とし
て
取
得
す
る
際
の
価
格
（
権

利
行
使
価
格
）
や
権
利
行
使
が
可
能
な
期
間
は
決
定
で
き
な
い
。

非
公
開
会
社
（
株
式
譲
渡
制
限
会
社
）
に
お
け
る
ス
ト
ック
オ
プ
シ
ョン
の
発
行
に
関
す
る
会
社
法
制
の
日
米
比
較

日
本

米
国

株
主
総
会
で

設
定
す
る
事
項


発
行
数
の
上
限
枠


有
償
で
あ
る
か
、無

償
で
あ
る
か
の
区
別


有
償
の
場
合
、ス
トッ
クオ
プ
シ
ョン
の
取
得
に
要
す
る
額
の

下
限
値


発
行
数
の
上
限
枠

取
締
役
会
に

決
定
で
き
る
事
項


実
際
の
発
行
数
（
上
限
枠
内
）


有
償
の
場
合
、ス
トッ
クオ
プ
シ
ョン
の
取
得
に
要
す
る
額

（
下
限
額
以
上
）

※
権
利
行
使
価
格
・権
利
行
使
期
間
は
、取

締
役
会
に
委

任
で
き
な
い
。


実
際
の
発
行
数
（
上
限
枠
内
）


有
償
の
場
合
、ス
トッ
クオ
プ
シ
ョン
の
取
得
に
要
す
る
額


権
利
行
使
価
格
、権

利
行
使
期
間

取
締
役
会
で
の

決
定
が
許
され
る
期
間


株
主
総
会
か
ら１

年
以
内


株
主
総
会
か
ら1

0年
間

（
注
）
日
本
で
も
、公

開
会
社
の
場
合
は
、取

締
役
会
に
て
、発

行
数
・ス
トッ
クオ
プ
シ
ョン
の
取
得
に
要
す
る
額
・権
利
行
使
価
格
・権
利
行
使
期
間
を
決
定
す
る
こと
が
可
能

（
第
三
者
に
対
して
、特

に
有
利
な
価
格
で
新
株
を
発
行
す
る
場
合
（
有
利
発
行
）
を
除
く）
。

1
5



経
営
の
再
起
に
向
け
た
再
生
・倒
産
に
関
す
る
国
際
比
較
（

20
22
年
）

1
6

（
注
）

O
EC

D
か
ら倒

産
制
度
に
関
す
る
質
問
表
を
各
国
に
発
出
して
回
答
を
得
た
も
の
。対

象
国
か
らG

7参
加
国
を
抜
粋
。

（
出
所
）

Ch
ris

to
ph

e 
An

dr
é 

& 
Li

la
s

D
em

m
ou

, 2
02

2.
 “

En
ha

nc
in

g 
in

so
lv

en
cy

 fr
am

ew
or

ks
 to

 s
up

po
rt

 e
co

no
m

ic
 r

en
ew

al
,“

 O
EC

D
 E

co
no

m
ic

s 
D

ep
ar

tm
en

t W
or

ki
ng

 P
ap

er
s 

17
38

, O
EC

D
 P

ub
lis

hi
ng

○
O

EC
D
は
、事

業
再
生
や
倒
産
に
関
連
した
再
起
の
しや
す
さに
つ
い
て
、指

標
を
設
定
し、
定
期
的
に
各
国
の
現
状

を
評
価
。

○
日
本
は
、再

起
が
相
対
的
に
は
難
しい
との
評
価
で
、特

に
早
期
の
診
断
等
に
よ
る
倒
産
予
防
の
評
価
が
悪
い
。

再
起
を
し
や
す
い

各項目（0-1で評価。数値が
低いほど再起しやすい）の合計

（最大値は3.0）

経
営
の
再
起
に
向
け
た
再
生
・倒
産
に
関
連
す
る
指
標

再
起
が
難
し
い

0.
0

0.
2

0.
4

0.
6

0.
8

1.
0

1.
2

英
国

フラ
ン
ス

米
国

カ
ナ
ダ

イ
タ
リア

ド
イ
ツ

日
本

事
業
再
生
の
手
段
（
再
生
中
の
操
業
や
再
生
の
過
程
で
の
経
営
陣
の
取
り扱

い
な
ど）

失
敗
し
た
起
業
家
の
取
り扱

い
（
残
さ
れ
る
資
産
額
や
債
務
免
除
ま
で
の
期
間
）

倒
産
の
予
防
と経

営
の
効
率
化
（
早
期
の
診
断
、再
生
手
続
き
の
有
無
な
ど）

日
本

事
業
再
生
の
手
段
（
再
生
中
の
操
業
や
再
生
の
過
程
で
の
経
営
陣
の
取
扱
い
な
ど）

失
敗
し
た
起
業
家
の
取
扱
い
（
残
さ
れ
る
資
産
額
や
債
務
免
除
ま
で
の
期
間
）

倒
産
の
予
防
と経

営
の
効
率
化
（
早
期
の
診
断
、再
生
手
続
の
有
無
な
ど）



事
業
活
動
を
停
止
す
る
企
業

1
7

休
廃
業
・解
散
企
業
の
損
益
割
合
の
推
移

（
出
所
）
東
京
商
工
リサ
ー
チ
「2

02
2年
「休
廃
業
・解
散
企
業
」動
向
調
査
」を
基
に
作
成
。

○
休
廃
業
・解
散
企
業
の
休
廃
業
・解
散
直
前
の
決
算
を
見
る
と、
黒
字
企
業
の
割
合
が
年
々
減
少
し
、足

下
で
は

６
割
を
下
回
る
。逆

に
赤
字
企
業
の
割
合
は
増
加
して
い
る
。

70

73
71

69
.7

68
.671

.1
70

.7
70

.1

69
.9 67

.1 61
.7

60
.1

60
.4

61
.7

62
.6

63
.7

64

61
.9

61
.661

.4
61

.5
56

.5 54
.9

30

27
2930

.3
31

.4

28
.9

29
.3

29
.9

30
.1

32
.9

38
.3

39
.9

39
.6

38
.3

37
.4

36
.3

3638
.1

38
.4

38
.6 38

.5
43

.545
.1

15253545556575

黒
字

赤
字

（
％
）



企
業
経
営
の
継
続
に
関
す
る
相
談

1
8

今
後
の
事
業
の
継
続
に
つ
い
て
相
談
し
た
相
手

（
注
）
左
図
は
、後

継
者
が
決
ま
って
い
な
い
企
業
が
過
去
に
事
業
承
継
に
関
して
相
談
した
相
手
先
。右

図
は
、2

02
1年

度
の
よ
ろ
ず
支
援
拠
点
へ
の
相
談
内
容
の
内
訳
。N
＝

45
8,

44
0。

（
出
所
）
左
図
は
、中

小
企
業
白
書
（

20
17
年
）
を
基
に
、右

図
は
、よ
ろ
ず
支
援
拠
点

H
Pを
基
に
作
成
。

○
後
継
者
の
い
な
い
企
業
が
、事

業
の
継
続
に
関
して
相
談
した
先
は
、顧

問
の
税
理
士
等
が
多
く、
支
援
実
施
機
関

（
事
業
引
継
ぎ
支
援
セ
ン
ター
、よ
ろ
ず
支
援
拠
点
）
の
割
合
は
、3

.8
％
に
とど
ま
って
い
る
。

○
中
小
企
業
支
援
の
総
合
的
な
窓
口
は
、全

都
道
府
県
に
設
置
され
た
、よ
ろ
ず
支
援
拠
点
が
担
って
い
る
が
、事

業
承
継
や
廃
業
の
相
談
は
、1

.8
％
に
す
ぎ
な
い
。

○
事
業
に
問
題
を
抱
え
た
とき
の
相
談
機
能
の
全
国
的
な
強
化
が
大
き
な
課
題
。

（
％
）

よ
ろ
ず
支
援
拠
点
へ
の
相
談
内
容
（

20
21
年
度
）

売
上
拡
大

69
.6

%

経
営
改
善
・事
業

再
生

17
.8

%創
業

10
.7

%

事
業
承
継

1.
5%

廃
業

0.
3%

再
チ
ャレ
ン
ジ

0.
1%

52
.0

 
35

.1
 

34
.5

 
33

.2
 

27
.8

 
23

.2
 

18
.6

 
14

.6
 

9.
7 

7.
9 

7.
0 

2.
1 

1.
7 

0
10

20
30

40
50

60

顧
問
の
公
認
会
計
士
・税
理
士

親
族
、友
人
・知
人

取
引
金
融
機
関

親
族
以
外
の
役
員
・従
業
員

他
社
の
経
営
者

取
引
先
の
経
営
者

経
営
コ
ン
サ
タ
ン
ト

顧
問
以
外
の
公
認
会
計
士
・税
理
士

弁
護
士

民
間
の

M
＆

A
仲
介
業
者

商
工
会
・商
工
会
議
所

事
業
引
継
ぎ
支
援
セ
ン
タ
ー

よ
ろ
ず
支
援
拠
点

よ
ろ
ず
支
援
拠
点

事
業
引
継
ぎ
支
援
セ
ン
タ
ー

顧
問
の
公
認
会
計
士
・税
理
士



コロ
ナ
前
か
ら
過
剰
感

49
社

, 7
.2

%

コロ
ナ
後
に
過
剰
感

61
社

, 9
.0

%

過
剰
感
が
あ
った
が
、コ
ロナ
後
に
解
消

14
社

, 2
.1

%

コロ
ナ
前
も
後
も
過
剰
感
は
な
い

55
4社

, 8
1.

7%

コロ
ナ
前
か
ら
過
剰
感

54
1社

, 1
2.

0%

コロ
ナ
後
に
過
剰
感

94
8社

, 2
1.

0%

過
剰
感
が
あ
った
が
、コ
ロナ
後
に
解
消

15
4社

, 3
.4

%

コロ
ナ
前
も
後
も
過
剰
感
は
な
い

2,
86

8社
, 6

3.
6%

企
業
に
お
け
る
債
務
の
過
剰
感

1
9

○
日
本
企
業
に
対
す
る
ア
ン
ケ
ー
トに
よ
る
と、
「債
務
の
過
剰
感
が
あ
る
」と
回
答
した
企
業
の
割
合
は
、大

企
業
で

16
.2
％
、中

小
企
業
で

33
.0
％
。 債
務
の
過
剰
感
（

20
22
年

10
月
時
点
）

（
注
）

20
22
年

10
月

3日
-1

0月
12
日
に
か
け
て
全
国
の
大
企
業
・中
小
企
業
を
対
象
に
実
施
した
ア
ン
ケ
ー
ト調

査
の
結
果
。

「貴
社
の
債
務
（
負
債
）
の
状
況
は
、次

の
うち
どれ
で
す
か
？
」と
の
質
問
に
対
す
る
回
答
割
合
（
回
答
数
：

5,
18

9社
）

（
出
所
）
東
京
商
工
リサ
ー
チ
「第

9回
過
剰
債
務
に
関
す
る
ア
ン
ケ
ー
ト調

査
」（

20
22
年

10
月

18
日
）
を
基
に
作
成
。

大
企
業
（

67
8社

）
※
資
本
金

1億
円
以
上

中
小
企
業
（

4,
51

1社
）

※
資
本
金

1億
円
未
満

過
剰
感
が
あ
る

16
.2
％

過
剰
感
が
あ
る

33
.0
％



債
務
（
負
債
）
が
過
剰

の
た
め
、事
業
再
構
築
に

取
り組

む
こと
が
で
き
な
い

8社
, 8

.2
%

債
務
（
負
債
）
が
過
剰
の

た
め
、事
業
再
構
築
の
取
組

規
模
を
縮
小
（
予
定
含
む
）

22
社

, 2
2.

7%

債
務
（
負
債
）
が
過
剰
だ

が
、十

分
な
事
業
再
構
築
の

取
組
を
実
施
（
予
定
含
む
）

36
社

, 3
7.

1%

事
業
再
構
築
の
意
向
は
な
い

31
社

, 3
2.

0%

債
務
に
よ
る
企
業
の
事
業
再
構
築
の
取
組
へ
の
影
響

2
0

○
債
務
の
過
剰
感
が
あ
る
と答

え
た
企
業
の
うち
、債

務
が
事
業
再
構
築
の
足
か
せ
に
な
って
い
る
企
業
の
割
合
は
、大

企
業
で

30
.9
％
、中

小
企
業
で

35
.1
％
。

債
務
の
事
業
再
構
築
へ
の
影
響

※
債
務
の
過
剰
感
が
あ
る
と回

答
し
た
企
業
に
対
す
る
調
査

大
企
業
（

97
社
）

※
資
本
金

1億
円
以
上

中
小
企
業
（

1,
37

5社
）

※
資
本
金

1億
円
未
満

債
務
（
負
債
）

が
過
剰
な
た
め

影
響
が
あ
る

30
.9
％

債
務
（
負
債
）

が
過
剰
な
た
め

影
響
が
あ
る

35
.1
％

（
注
）

20
22
年

10
月

3日
-1

0月
12
日
に
か
け
て
全
国
の
大
企
業
・中
小
企
業
を
対
象
に
実
施
した
ア
ン
ケ
ー
ト調

査
の
結
果
。

「債
務
（
負
債
）
の
状
況
が
、貴

社
の
事
業
再
構
築
へ
の
取
り組

み
に
影
響
を
与
え
て
い
ま
す
か
？
」と
の
質
問
に
対
す
る
回
答
割
合
（
回
答
数
：

1,
47

2社
）

（
出
所
）
東
京
商
工
リサ
ー
チ
「第

9回
過
剰
債
務
に
関
す
る
ア
ン
ケ
ー
ト調

査
」（

20
22
年

10
月

18
日
）
を
基
に
作
成
。

債
務
（
負
債
）
が
過
剰
の

た
め
、事
業
再
構
築
に
取
り

組
む
こと
が
で
き
な
い

18
8社

, 1
3.

7%

債
務
（
負
債
）
が
過
剰
の

た
め
、事
業
再
構
築
の
取
組

規
模
を
縮
小
（
予
定
含
む
）

29
4社

, 2
1.

4%

債
務
（
負
債
）
が
過
剰
だ

が
、十

分
な
事
業
再
構
築
の

取
組
を
実
施
（
予
定
含
む
）

51
1社

, 3
7.

2%

事
業
再
構
築
の
意
向
は
な
い

38
2社

, 2
7.

8%



企
業
が
事
業
再
生
の
際
に
重
視
す
る
点

2
1

○
私
的
整
理
手
続
を
活
用
して
事
業
再
構
築
を
検
討
す
る
可
能
性
が
あ
る
と答

え
た
企
業
に
対
し、
事
業
再
構
築
を

目
的
に
私
的
整
理
を
検
討
す
る
上
で
重
視
す
る
点
を
聞
い
た
とこ
ろ
、手

続
が
現
在
の
事
業
・取
引
に
影
響
を
与
え

な
い
こと
（

72
.6
％
）
、手

続
が
多
額
の
費
用
を
要
しな
い
こと
（

67
.5

%
）
、手

続
が
簡
潔
で
長
期
間
を
要
しな

い
こと
（

43
.2
％
）
、が
重
視
され
て
い
る
。

私
的
整
理
を
検
討
す
る
上
で
重
視
す
る
点

※
事
業
再
構
築
を
検
討
す
る
可
能
性
が
あ
る
と回

答
した
企
業
に
対
す
る
調
査

（
注
）

20
22
年

12
月

1日
-1

2月
8日
に
か
け
て
全
国
の
大
企
業
・中
小
企
業
を
対
象
に
実
施
した
ア
ン
ケ
ー
ト調

査
の
結
果
。

「事
業
再
構
築
を
目
的
に
私
的
整
理
を
検
討
す
る
上
で
重
視
す
る
こと
は
何
で
す
か
？
（
複
数
回
答
）
」と
の
質
問
に
対
す
る
回
答
割
合
（
回
答
数
：

42
8社

）
（
出
所
）
東
京
商
工
リサ
ー
チ
「第

25
回
新
型
コロ
ナ
ウ
イル
ス
に
関
す
る
ア
ン
ケ
ー
ト調

査
」（

20
22
年

12
月

16
日
）
を
基
に
作
成
。

31
1社

28
9社

18
5社

20
社

14
社

14
社

-
10

0社
20

0社
30

0社

現
在
の
事
業
や
取
引
に
影
響
を
与
え
な
い
こと

多
額
の
費
用
を
要
し
な
い
こと

簡
潔
で
長
期
間
を
要
し
な
い
こと

債
権
者
間
の
平
等
を
重
視
す
る
も
の
で
あ
る
こと

裁
判
所
の
関
与
に
よ
って
透
明
で
あ
る
こと

そ
の
他

（
72

.7
%
）

（
67

.5
%
）

（
43

.2
%
）

（
4.

7%
）

（
3.

3%
）

（
3.

3%
）



海
外
に
お
け
る
私
的
整
理
・事
業
再
生
制
度
の
概
要

2
2

○
欧
州
各
国
に
お
い
て
は
、全

て
の
貸
し手

の
同
意
を
必
要
とせ
ず
、裁

判
所
の
認
可
の
も
とで
多
数
決
に
よ
り権

利
変

更
（
債
権
カッ
ト等

）
を
行
い
、事

業
再
構
築
を
行
う制

度
が
存
在
す
る
が
、我

が
国
に
は
存
在
しな
い
。制

度
の
検

討
が
必
要
で
は
な
い
か
。

（
出
所
）
経
済
産
業
省
調
べ
。

制
度
名

概
要

可
決
要
件

利
用
状
況

英

Sc
he

m
e

of
 

Ar
ra

ng
em

en
t（

SO
A）

裁
判
所
認
可
の
も
とで
多
数
決
に
よ
り債

権
者
の
権
利
を

変
更
で
き
る
手
続
（

Re
st

ru
ct

ur
in

g 
Pl

an
は
対
象
企

業
が
財
務
的
窮
境
に
あ
る
企
業
な
どに
限
定
）

債
権
者
数
の
過
半
数
の
賛
成
及
び
債
権
額
の

3/
4以

上
の
額
を
有
す
る
債
権
者
の
賛
成

年
間
数
十
件
程
度

※
専
門
家
へ
の
ヒア
リン
グ
に
よ
る

Re
st

ru
ct

ur
in

g
Pl

an
（

RP
）

※
20
20
年
導
入

債
権
額
の

3/
4以

上
の
額
を
有
す
る
債
権
者

の
賛
成

独
St

aR
UG

※
20
21
年
導
入

裁
判
所
認
可
の
も
とで
多
数
決
に
よ
り債

権
者
の
権
利
を

変
更
で
き
る
手
続

債
権
額
の

3/
4以

上
の
額
を
有
す
る
債
権
者

の
賛
成

年
間

10
件
程
度

※
専
門
家
へ
の
ヒア
リン
グ
に
よ
る

仏
迅
速
保
護
手
続

※
20
14
年
導
入
（

20
21
年
改
正
）

合
意
に
よ
る
解
決
を
図
る
調
停
が
不
調
に
終
わ
った
場
合
に
、

裁
判
所
認
可
の
も
とで
多
数
決
に
よ
り債

権
者
の
権
利
を

変
更
で
き
る
手
続

債
権
額
の

2/
3以

上
の
額
を
有
す
る
債
権
者

の
賛
成

6件
（

20
18
年
）

※
仏
司
法
省
に
よ
る
（
迅
速
保

護
手
続
の
前
身
の
制
度
を
含
む
件

数
）

米
Ch

ap
te

r1
1

裁
判
所
認
可
の
も
とで
多
数
決
に
よ
り債

権
者
の
権
利
を

変
更
で
き
る
手
続

債
権
者
数
の
過
半
数
の
賛
成
及
び
債
権
額
の

2/
3以

上
の
額
を
有
す
る
債
権
者
の
賛
成

8,
33

3件
（

20
20
年
）

※
米
連
邦
裁
判
所
に
よ
る



経
営
者
保
証
の
提
供

2
3

（
注
）

20
22
年
度
は
上
半
期
（
４
月
～
９
月
）
の
実
績
。

（
出
所
）
中
小
企
業
庁
「政
府
系
金
融
機
関
に
お
け
る
「経
営
者
保
証
ガ
イド
ライ
ン
」の
活
用
実
績
」、
「信
用
保
証
協
会
に
お
け
る
「経
営
者
保
証
ガ
イド
ライ
ン
」の
活
用
実
績
」、
金
融
庁
「民
間
金
融

機
関
に
お
け
る
「経
営
者
保
証
ガ
イド
ライ
ン
」の
活
用
実
績
」

○
経
営
者
保
証
ガ
イド
ライ
ン
に
お
い
て
は
、金

融
機
関
は
、①

法
人
と経

営
者
の
一
体
性
の
解
消
、②

法
人
の
み
の
資

産
・収
益
力
で
借
入
を
返
済
で
き
る
財
務
状
況
、③

金
融
機
関
へ
の
適
切
な
情
報
開
示
、と
い
う要

件
が
満
た
され

る
場
合
に
は
、経

営
者
保
証
を
求
め
な
い
可
能
性
を
検
討
す
る
、と
定
め
られ
て
い
る
。

○
経
営
者
保
証
が
付
い
て
い
る
融
資
の
割
合
は
徐
々
に
減
少
して
い
る
も
の
の
、引

き
続
き
、民

間
の
新
規
融
資
の
うち

７
割
で
経
営
者
保
証
が
付
い
て
い
る
。

金
融
機
関
別
の
新
規
融
資
に
占
め
る
経
営
者
保
証
が
付
い
て
い
る
融
資
件
数
の
割
合
の
推
移

政
府
系
金
融
機
関

民
間
金
融
機
関

信
用
保
証
協
会

（
%
）

81
76

68

66
64

61
62

53
48

75
76

69

71
71

88
.1

85
.8

83
.5

80
.9

78
.5

72
.8

70
67

203040506070809010
0

20
14

20
15

20
16

20
17

20
18

20
19

20
20

20
21

20
22



経
営
者
保
証
の
課
題

2
4

（
注
）
調
査
対
象
は
、地

域
銀
行
を
メイ
ン
バ
ン
クと
す
る
中
小
・小
規
模
企
業
で

N
=

9,
37

1。
調
査
時
期
は
、2

01
9年

３
月
。

（
出
所
）
金
融
庁
「金
融
機
関
の
取
組
の
評
価
に
関
す
る
企
業
ア
ン
ケ
ー
ト調

査
（

20
19
年
）
」を
基
に
作
成
。

○
中
小
企
業
の
経
営
者
に
ア
ン
ケ
ー
トを
採
った
とこ
ろ
、経

営
者
保
証
が
経
営
に
与
え
る
ネ
ガ
テ
ィブ
な
影
響
とし
て
、早

期
の
事
業
再
生
へ
の
着
手
が
遅
れ
て
しま
う、
とい
う声

が
半
数
近
くを
占
め
る
。

経
営
者
保
証
の
提
供
に
伴
う影

響

51

45

35

25

20
30

40
50

60

前
向
き
な
投
資
や

事
業
展
開
が

抑
制
さ
れ
て
し
ま
う

早
期
の
事
業
再
生
へ
の

着
手
が

遅
れ
て
し
ま
う

新
規
融
資
な
どの

新
た
な
信
用
供
与
が

受
け
に
くく
な
る

金
融
機
関
へ
の

適
時
・適
切
な
情
報
提
供
を

控
え
る
よ
うに
な
る

（
％
）



起
業
の
動
機

○
国
内
の
ス
ター
トア
ップ
に
お
い
て
、起

業
の
動
機
は
「社
会
的
な
課
題
を
解
決
した
い
、社

会
の
役
に
立
ち
た
い
」が
筆

頭
。

2
5

（
注
１
）

「2
02

2年
」は
、2

02
2年

5月
10
日
～

6月
15
日
に
か
け
て
設
立

5年
以
内
の
ベ
ン
チ
ャー
企
業
を
対
象
とし
て

W
eb
ア
ン
ケ
ー
ト調

査
を
実
施
。

（
注
２
）

「社
会
的
な
課
題
を
解
決
した
い
、社

会
の
役
に
立
ち
た
い
」は
、2

02
0年

に
お
い
て
は

72
.3
％
で
第
１
位
、2

02
1年

に
お
い
て
は

73
.7
％
で
第
１
位
。

（
出
所
）
一
般
財
団
法
人
ベ
ン
チ
ャー
エ
ン
ター
プ
ライ
ズ
セ
ン
ター
「ベ
ン
チ
ャー
白
書

20
22
」

起
業
の
動
機

社
会
的
な
課
題
を
解
決
した
い
、社

会
の
役
に
立
ち
た
い



家
計
金
融
資
産
の
構
成
の
国
際
比
較

○
日
本
の
家
計
金
融
資
産
は
現
預
金
が
過
半
を
占
め
、欧

米
と比

較
して
有
価
証
券
の
占
め
る
割
合
が
低
い
。

2
6

家
計
金
融
資
産
の
構
成
の
日
米
英
比
較

（
注
）
日
本
の
数
値
は

20
22
年

12
月
末
。た
だ
し、

D
C、

iD
eC

oの
間
接
保
有
分
は

20
22
年

3月
末
時
点
の
保
有
額
ベ
ー
ス
。米

英
は

20
21
年
末
時
点
。１

ドル
=

11
3円

、１
ポ
ン
ド＝

15
4.

8円
で
換
算

（
20

21
年

12
月
末
時
点
）
。

（
出
所
）
日
本
の
数
値
は
、日

本
銀
行
、運

営
管
理
連
絡
協
議
会
資
料
を
基
に
作
成
。米

英
の
数
値
は
、F

RB
、O

N
S、

IA
、N

EW
FI

N
AN

CI
AL
を
基
に
した
、日

本
証
券
業
協
会
資
料
か
ら作

成
。

＜
家
計
金
融
資
産
合
計
＞

2,
02

3兆
円

＜
上
場
株
式
、投

信
、債
券
の
割
合
＞

直
接
保
有

11
.6
％

+
D

C,
 iD

eC
oの
間
接
保
有

: 
0.

6%
12

.3
%

(う
ち
、D

C,
 

iD
eC

oの
間
接

保
有

0.
5%

）

日
本

現
金
・預
金

, 
12

.8
%

債
券

, 2
.6

%

投
資
信
託

, 
13

.1
%

上
場
株
式

, 
27

.5
%

出
資
金
等

, 
12

.8
%

年
金

, 
26

.9
%

保
険

, 1
.6

%
そ
の
他

, 2
.7

%

(う
ち
、D

C,
 

IR
Aの

間
接
保
有

18
.3

%
）

米
国

英
国

現
金
・預
金

, 
27

.2
%

債
券

, 
0.

3%

投
資
信
託

, 
4.

3%
上
場
株
式

, 
4.

1%
出
資
金
等

, 
7.

6%

年
金

, 4
1.

6%

保
険

, 
10

.5
%

そ
の
他

, 4
.4

%

(う
ち
、D

Cの
間
接
保
有

14
.4

%
）

＜
家
計
金
融
資
産
合
計
＞

11
8.

2兆
ドル
（

13
,3

58
.4
兆
円
）

＜
上
場
株
式
、投

信
、債
券
の
割
合
＞

直
接
保
有

43
.2
％

+
D

C,
 IR

Aの
間
接
保
有

: 
18

.3
%

61
.5

%

＜
家
計
金
融
資
産
合
計
＞

7.
6兆

ポ
ン
ド（

1,
17

3.
1兆

円
）

＜
上
場
株
式
、投

信
、債
券
の
割
合
＞

直
接
保
有

8.
7％

+
D

Cの
間
接
保
有

: 1
4.

4%
23

.1
%

現
金
・預
金

, 
55

.2
%

債
券

, 1
.3

%
投
資
信
託

, 
4.

3%

上
場
株
式

, 
6.

1%

出
資
金
等

, 
3.

7%年
金

, 
7.

7%
保
険

, 
18

.7
%

そ
の
他

, 
3.

0%



N
IS

A
の
利
用
状
況

○
N

IS
A制

度
の
開
始
以
来
、着

実
に
利
用
者
数
が
増
加
し、
現
在
は

1,
77

9万
口
座
と国

民
の
７
人
に
１
人
が
保

有
。

○
額
で
見
れ
ば
、一

般
N

IS
Aの
割
合
が
大
き
い
。

2
7

N
IS

A
の
利
用
状
況

（
注
）
マ
イナ
ン
バ
ー
導
入
前
に
開
設
され
た
口
座
で
、非

課
税
保
有
期
間
が
終
了
した
も
の
を

20
22
年
１
月
１
日
を
も
って
み
な
し廃

止
した
た
め
、2

02
1年

12
月
末
時
点
に
比
べ
て
口
座
数
が
減
少
。

（
出
所
）
金
融
庁
「N

IS
A口

座
の
利
用
状
況
調
査
」

82
5 

98
8 

1,
06

1 
1,

09
9 

1,
15

0 
1,

17
5 

1,
22

0 
1,

24
7 

1,
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2 

10
4 

18
9 

30
3 

51
8 

58
7 
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45
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0
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0
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座

)
N
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A
口
座
数
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内
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と推

移

3.
0 

6.
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4 
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A



ア
ド
バ
イ
ス
を
受
け
る
こと
で
の
金
融
商
品
の
購
入
意
欲

○
「あ
な
た
の
立
場
に
立
って
ア
ドバ
イス
して
くれ
た
り、
手
続
き
を
サ
ポ
ー
トし
て
くれ
る
人
が
い
た
ら、
リス
ク性

金
融
商
品

を
購
入
した
い
と思

うか
」と
い
うア
ン
ケ
ー
トに
対
し、

20
代
で
５
割
、3

0代
で
４
割
、全

体
平
均
で
は

25
％
程
度
が

「購
入
した
い
と思

う」
と回

答
。

2
8

ア
ド
バ
イ
ス
を
受
け
る
こと
で
の
金
融
商
品
の
購
入
意
欲

（
注
）
「も
し、
あ
な
た
の
立
場
に
立
って
ア
ドバ
イス
して
くれ
た
り、
手
続
き
を
サ
ポ
ー
トし
て
くれ
る
人
が
い
た
ら、
リス
ク性

金
融
商
品
を
購
入
した
い
と思

い
ま
す
か
。」
とい
う問

い
へ
の
回
答
。
「資
産
運
用
に
関
す
る
知

識
が
な
い
か
ら」
、「
購
入
・保
有
す
る
こと
に
不
安
を
感
じる
か
ら」
、
「購
入
す
る
の
が
面
倒
だ
か
ら」
、「
普
段
忙
しい

/時
間
的
な
ゆ
とり
が
無
い
か
ら」
、「
勧
誘
され
る
の
が
面
倒
だ
か
ら」
と回

答
した
者
が
対
象
で
あ

り、
1,

98
1件

。
（
出
所
）
金
融
庁
「リ
ス
ク性

金
融
商
品
販
売
に
係
る
顧
客
意
識
調
査
結
果

(2
02

1年
6月

30
日

)」
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20
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30
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60
代
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上

購
入
し
た
い
と思

う
購
入
し
た
い
と思

わ
な
い

分
か
ら
な
い


